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書式第１６号（法第２８条関係）

認定特定非営利活動法人 トラ・ゾウ保護基金

１． 重要な会計方針

　　

　 棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産無し

　 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産は、定率法で償却をしています。

　 引当金の計上基準

　 施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

ボランティアによる役務の提供
ボランティアによる役務の提供については、特に会計上の処理や財務諸表への金銭的表示は行っていません。

消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

２． 事業別損益の状況
※勘定科目について：　「支払報酬」を、「支払報酬（諸謝金）」および「業務委託費」へ、2013年度より細分しました。 （単位：円）
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事業部門計 管理部門 合計

Ⅰ　経常収益
受取会費 0 111,000 111,000
受取寄附金 8,248,048 1,406,920 1,786,703 9,000 619,187 12,069,858 334,531 12,404,389
受取寄付金振替額 6,160,711 1,671,206 1,762,633 9,594,550 2,669,393 12,263,943
受取助成金等 690,000 690,000 1,380,000 1,380,000
事業収益 0 0
その他収益 3,400,000 3,400,000 9,080 3,409,080

経常収益計 18,498,759 3,768,126 3,549,336 9,000 619,187 26,444,408 3,124,004 29,568,412
Ⅱ　経常費用

人件費
給料手当 1,649,603 328,327 1,977,930 1,321,276 3,299,206
雑給 567,300 567,300 165,150 732,450
通勤交通費 99,272 8,380 107,652 99,313 206,965
法定福利費 261,386 52,092 313,478 268,925 582,403
人件費計 567,300 2,010,261 388,799 0 0 2,966,360 1,854,664 4,821,024
その他経費
施設等評価費用 0 0
印刷製本費 93,280 8,950 177,270 279,500 279,500
会議費 21,452 21,452 158,733 180,185
支援金 12,998,380 12,998,380 12,998,380
支援積立金 2,400,000 2,400,000 2,400,000
支払手数料 51,144 13,832 1,268 5,095 71,339 105,396 176,735
支払報酬（諸謝金） 177,055 209,750 386,805 386,805
業務委託費 1,227,824 568,157 467,758 2,263,739 2,263,739
諸会費 0 16,312 16,312
消耗品費 330,101 605,917 62,686 14,194 1,012,898 306,822 1,319,720
新聞図書費 22,186 9,000 31,186 31,186

（１）

（２）

 ５．

１ 当基金は、生息地保全活動支援を継続的、安定的に行なうため、トラ、ゾウ、イリオモテヤマネコ等の種ごとに、毎年度、生息
地保全活動支援積立金（引当金。以下「生息地支援積立金」という）を積み立て、次年度の生息地保全活動支援のためにのみ
支出するものとする。
生息地支援積立金の額は、原則として、トラ、ゾウ、イリオモテヤマネコ等の種ごとに、以下の①、②のうちいずれか高い金額以上
とする。　ただし、理事会は、当該年度の経常支出合計が同収入合計を上回らないようにするため、生息地支援積立金額の調整
を行なうことができる。

2013年度（平成25年度）　　計算書類の注記

（１）

（２）

（３）

計算書類の作成は、NPO法人会計基準（2010年7月20日　2011年11月20日一部改正　NPO法人会計基準協議会） によっていま
す。

① 当該年度経常収入における年間サポート寄付及び部門（トラ、ゾウ、イリオモテヤマネコ等の種）特定随時寄付の9月末時点収
入合計額から、当該年度経常支出における生息地保全活動支援金（送金手数料等を含む）及び野生生物に対する脅威の生息
地外における除去事業費（当該事業関係人件費は除外する。また、共通の費用については上記各種の収入合計額に応じて按
分する。）の9月末時点支出額及び期末までに支出が確実である金額（ドル建で支出する場合の為替レートは9月末時点とする）
の合計額を差し引いた金額

②当該年度10月に開催する理事会で承認された次年度暫定収支予算細目における生息地保全活動支援金の3分の1
２　１の金額を定めるに当っては、10万円未満を切り捨てるものとする。

（４）

（６）

 ３．

 ４．

無償で提供された物的サービスについては、特に会計上の処理や財務諸表への金銭的表示は行っていません。

科目

 １．

（５）

 ２．
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租税公課 0 2,285 2,285
賃借料 50,000 50,000 50,000
通信運搬費 10,162 71,657 2,722 206,522 291,063 151,755 442,818
旅費交通費 749,438 84,724 26,600 6,356 867,118 23,455 890,573
水道光熱費 0 241,919 241,919
リース料 0 238,140 238,140
慶弔費 0 14,915 14,915
交際接待費 38,944 1,296 3,500 43,740 43,740
広告宣伝費 10,000 154,825 1,162,000 1,326,825 1,326,825
減価償却費 0 9,608 9,608
その他経費計 17,931,459 1,757,865 1,726,534 9,000 619,187 22,044,045 1,269,340 23,313,385

経常費用計 18,498,759 3,768,126 2,115,333 9,000 619,187 25,010,405 3,124,004 28,134,409

当期経常増減額 0 0 1,434,003 0 0 1,434,003 0 1,434,003

３． 施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
（単位：円）

内容 金額 算定方法 （金銭的表示は行っていません）

４． 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳（正味財産の増減及び残高の状況）は以下の通りです。
当法人の正味財産は 1,579,801 円ですが、使途が特定されていた 12,263,943 円は、 2014年7月末日をもって精算されました。
したがって使途が制約されていない正味財産は 1,579,801 円です。

（単位：円）
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

生息地支援事業等 12,263,943 0 12,263,943 0

合計 12,263,943 0 12,263,943 0

５． 固定資産の増減内訳
（単位：円）

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産
什器備品 65,081 65,081 △ 43,882 21,199

投資その他の資産

合計 65,081 0 0 65,081 △ 43,882 21,199

６． 借入金の増減内訳
（単位：円）

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高 該当はありません

0 0 0 0

７． 役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

（単位：円）
計算書類に
計上された

金額

内役員及び
近親者との

取引
（活動計算書）

活動計算書計 0 0

（貸借対照表）

貸借対照表計 0 0

８．

　・　事業費と管理費の按分方法

　・　その他の事業に係る資産の状況

注記すべき取引の該当はありません

該当はありません。

2014年7月31日までに生息地における保全活動に
対する支援事業および管理費を行うために保有の
資金

―

科目

事業費と管理費の案分は、人件費（給与手当、通勤交通費、法定福利費）のみを対象にしています。
それらの案分にあたり、現在の人員においては、従事割合を次のようにみなし、配置しています。
・常勤有給スタッフのうち、1名：100％事業費、1名：50％事業費、50％管理費
・常勤無給理事1名：事務局往復交通費実費のうち50％事業費、50％管理費

合計

科目

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な
事項

科目

内容 備考


